

















































































































































































































































































































11	 潮見佳男 ｢敷引判決の問題点―最判平23.3.24｣ 消費者法ニュース88号231頁以下は、平成17年最判の判断枠組を前
提とすれば、敷引金で通常損耗補修費をまかなう場合には、通常損耗負担の合意が両当事者間で成立していたのか
どうかの検証が必要であると指摘する。





































































































































































































































28	 丸山絵美子 ｢平成23年度重要判例解説｣ 65頁。




30	 島川勝 ｢敷金・更新料についての最近の最近の最高裁判決と消費者契約法10条｣ 法律時報84巻２号111頁でも、３
月判決と７月判決とでは事案内容がかなり異なると指摘されている。
31	 武藤・前掲注７、201頁。また、大澤・前掲注３、118頁は、７月判決について ｢開示が適切になされてさえいれ
ば、対価の相当性には極力介入しないという中心条項への裁判所の謙抑的な態度が現れているようにも思われ	
る｣ と指摘する。
32	 千葉・前掲注６、160頁。
論　　説
－17－
住宅管理協会によって平成21年10月から導入されている ｢めやす賃料｣（賃料、共益費・管理費、敷
引金、礼金、更新料を含み、賃料等条件の改定がないものと仮定して４年間賃借した場合の１か月
当たりの金額）の表示等である。３月判決及び７月判決が下されたことによって、このような敷引
金等の不明瞭性を改善するための実務上の取組みが停滞するようなことがあってはならない。
　また、実務における今後の関心事は、３月判決及び７月判決が示した ｢高額に過ぎる｣ とはどの
くらいの額をいうのかという点であろうが、これについては今後の裁判例の集積を待つほかない。
　なお、７月判決以降に下された下級審判決としては、西宮簡裁平成23年８月２日判決（消費者法
ニュース90号186頁）がある。建物賃貸借契約（賃料は９万3,000円）において、敷金50万円のうち
40万円を敷引する旨の特約が10条に違反して無効とならないかどうかが争われた事案において、同
判決は、敷引率が80％と高率であり、かつ月額賃料の約4.3倍になることからすると、敷金授受の目
的を超えるもので高額に過ぎると評価せざるを得ないとして、賃料の３倍を超えている部分につい
て無効と判示した。
以　上
